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ドイ ツ テ レコ ム の ア ニ ュ ア ル ・レポ ー ト分 析

ドイツ会計基準と米国会計基準の比較
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1.は じ め に

2003年1月1日,ド イ ツ取 引 所(DeutscheB6rse)は 大 胆 な資 本市 場 改革 に踏 み 切 っ た。 資本市

場 を プ ライ ム ・ス タ ンダー ドとゼ ネラル ・ス タ ンダー ドに二分 化す る とい う改 革 を行 った ので あ

る。 当初 この改 革 は,使 用 会計 基 準 を中心 と した開示 水 準 に よって優 れ た企業 群 とそ うで ない企

業 を選別 す る 目的 を有 してい るの で は ない か と言 わ れ て い た1)。 しか しなが ら,両 ス タ ンダー ド

の状 況 を調査 した結 果,資 本市 場 二分化 につ い て は 「選 別」 とい うよ り 「救済 」 とい う指 向が 強

い こ と を指摘 した(戸 田[2004]34頁)。 つ ま り,ノ イ ア ・マ ル ク ト(NeuerMarkt)の 閉鎖 計 画 を

受 けた 当該上 場 企業 の振 替 え先 を確 保 す る こ とと,当 該 企 業 の売買 高復 活 が改 革 の背 景 に あ る こ

とを推 察 した ので あ る。 その際,各 ス タ ンダー ド内 で の使用 会 計基 準 は主 に ドイ ツ取 引所 の ホー

ムペ ー ジ上 で確 認 した。 結 果 と して は,例 え ば プ ライ ム ・ス タ ンダ0ド 内 で 国際 財 務 報告 基 準

(lnternationalFinancialReportingStandards,以 下IFRSと 記す)使 用 が205社,米 国 にお い て一 般 に認 め

られ た会 計原 則(GenerallyAcceptedAccountingPrinciplesintheUnitedStates,以 下USGAAPと 記す)使

用 が137社,ド イ ツ商法(Handelsgesetztbuch,以 下HGBと 記す)使 用 が41社 そ れぞ れ確 認 され た。

さ らにゼ ネ ラル ・ス タ ンダ0ド にお い て も,HGBだ け で な くIFRSやUS-GAAP使 用 の会 社 が か

な りあ った こ とも確 認 されて い る。

ただ し,こ れ らは主 に イ ン ター ネ ッ トで調査 した結 果 で あ る。 ここで,イ ン ター ネ ッ ト上 公 開

され て い る,あ るい は雑 誌 な ど に記 載 され て きた使 用 会 計基 準 は本 当 か とい う疑 問 が 生 じて く

る2)。 これ らは本 来 アニ ユ アル ・レポ ー ト等 に よ り確 認 しなけ れ ば な らない の で あ る。 さ らに使

用 会 計基 準 を確 認 で きた と して,次 にそ れ が どの程 度 まで 適用 され てい る のか とい う疑 問 も生 じ

る。 これ につ いて は,各 個 別項 目を精査 して初 めて確 認 で きるの で あ る。 当研 究 ノー トで は これ
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らの作 業 の対 象 として,ド イ ツテ レ コム をその姐 上 にのせ た。 ドイ ツテ レコ ム を調査 対 象 に選 択

した理 由 は,ド イツ を代 表 す るDAX対 象 企 業 で あ る ばか りで な く,同 社 が ニ ュー ヨー ク証 券 取

引所(NewYorkStockExchange,NYSE)に 上場 してい るた めUS-GAAPと の調 整表 を出 して い る こ

とにあ る。従 って 当研 究 ノー トでは,ド イ ツテ レ コム の アニ ユア ル ・レポ ー ト3)を分 析 す る こ と

を通 して,ド イ ツ会 計基 準 と米 国会 計 基 準 の比較 を行 うこ と も課 題 と してい きたい 。

2.ド イツテ レコム の経 営概況 とその分析

ドイ ツテ レコ ム は1989年 に誕 生 した わ け だ が,1995年 に は私 法 上 の 株 式 会 社 に組 織 変 更 さ

れ,親 会 社 であ る ドイ ツ テ レ コムAGは1995年1月2日 に ボ ン地 方 裁 判所(Amtsgericht)4)の 商

業 登記所 に登 記 され た(DT[2002]P.130.以 下の規制当局 につ いて も全て同ページによる)。2002年 末

決 算 時点 におい て,42.77%が ドイ ッ連 邦共 和 国 の総持 分 であ る。 この 内,ド イ ツ連邦 共 和 国 の

直接 的持 分 は30.75%で あ り,残 りの12.02%は 国営 企 業 であ る復 興 金 融 公 庫(Kreditanstaltfur

Wiederaufbau,照W)が 間接 的 に保 有 してい る。 た だ し,ド イ ツ連 邦財 務 省(8undesministeriumfUr

Finanzen,BMF)は 税 収不 足 の た め ドイ ッテ レコム株 を復 興 金融 公庫 に売却 す る こ とを発 表 し,結

果 として復 興 金 融公 庫 の持 分 は16.7%に なる予 定 だ とい う(日 本経済新聞,2003.11.11.)。 規 制 当

局 に 関 し て は,ド イ ツ テ レ コ ム の 事 業 活 動 を 規 制 し て い る 機 関 と し て 通 信 郵 便 規 制 局

(Regulierungsbeh6rdefurTelek・mmunikati・nundP・st)が あ るが,活 動 の 開始 は1998年1月1日 で

あ った。 同規 制 当局 は ドイ ツ連 邦経 済 労働 省(BundesministeriumfurWirtschaftandArbeit,BMWA)

の規制 下 にあ る。 また,ド イ ッ連邦 共和 国 は,保 有株 式 の管 理 と株 主 として の権 利行 使 を ドイ ツ

連 邦 郵便 通信 公庫(BundesanstaltfiirPostandTelekommunikation)を 通 じて行 って い る。 同機 関 は,

ドイ ッ連邦 財 務省 の監督 下 に置 か れ てい る。

ドイツテ レコム は,ロ ン ・ゾ ンマ ー元社 長 が就 任 してか らは英 米型 経営 で拡 大 路線 を突 き進 ん

で い っ た。株 価 上 昇 を前 提 と した株 式 交 換 方 式 も用 い て,次 々 に 企 業 買 収 を仕 掛 け た の で あ

る5)。 しか しITバ ブル の崩 壊 後 は株価 低 迷 で この 米 国型 の買 収 手 法 が い きづ ま り,ま た既 買 収

先 企 業 の 評 価 損 も響 き2001年 度 ・2002年 度 と も最 終 赤 字 を計 上 し て し ま っ た(日 本 経済 新

聞,2001.7.13.)。 特 に2002年 度 は,約246億 ユ ー ロ とい う ドイ ッ企 業 最 大 の 赤 字 を出 す に至 っ

た。 国民株 と して もて はや され た ドイ ッテ レコムの株 価 も,一 時 は ピー ク時 よ り約9割 も下 落 し

て しまっ た。 これ に よ り,ド イ ッ政府 は筆 頭 株 主 と して ゾ ンマ ー元 社 長 の解 任 に動 い た。2002

年7月16日 に ゾ ンマ ー氏 が 辞 任 発 表 した後 は,ヘ ル ムー ト ・シー ラ ー氏 が 暫 定 社 長 を勤 め た

が,現 在 は カ イ ウベ ・リ ッケ氏 が社 長 で あ る。 カ イ ウベ ・リ ッケ氏 は,2002年11月15日 付 で

最 高 経営 責 任 者(CEO)に 任 命 されて い る。2001年 初 頭 か ら2003年 末 に至 る ドイ ツ テ レ コム株

の株 価 推移 につ い て,表 一1で 示 す。
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表 一1ド イツ テ レコムの株価 推移
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ドイ ツテ レ コム グル ー プ の事 業 は,T一 コム,T一 シス テ ムズ,T一 モバ イ ル,T一 オ ンラ イ ン

の4つ の部 門か ら構 成 され てい る。 人 員構 成 上 は,各 部 門のCEOが ドイ ツテ レコム グル ー プの

取締 役 会 メ ンバ ー に な っ てい る。 以 下 の表一2に お い て,簡 単 な事 業組 織 図 お よ び2002年 度 決

算 にお ける各 部 門の 売上構 成 比率(DT[2002]p.142.)を 括 弧 内 で示 し6),次 いで 各 部 門の2002年

度 の状 況(DT[2002]p.130.)を 簡 略 に提示 す る。

表一2ド イツテレコムの組織図 と売上構成比

1

1ドイ ツ テ レ コム グ ルー プ 【

i
i 1 i

lT一 コ ム (47) lT一 シス テ ムズ(15) lT一 モバ イル(34) 1T一 オ ンライ ン(3)1

T一 コム

固定 回線電 話 を主 力 事 業 とす る。 マ タ フ(ハ ンガリー,国 有電気通信会社),ハ ー バ チ ェ ク ・テ レ

コ ミュ ニ カ シ(ク ロァチァ),ス ロベ ンス ク ・テ レ コ ミュニ カ シ(ス ロバキァ)等 の株 式 を保 有 。特

に ク ロアチ ア に は投 資 を拡 大 してい る。 なお,人 員 削減 の 主要 な対 象 部 門で あ る。

T一 シス テムズ

大 ロ顧 客 対象 の デ ー タ通信 お よ び シス テ ム ・ソ リュー シ ョンな どの 情報 技術(IT)を 主力 事 業

とす る。 日本 で は,2002年1月 に ドイ ツ テ レ コム ・ジ ャパ ン株 式 会社 の 別 法 人 と してT一 シス

テ ムズ ・ジ ャパ ン株 式 会社 が 設立 され てい る。

T一 モ バ イル

携 帯 電 話 を主 力 事 業 とす る。 ドイ ツ,オ ー ス トリア,英 国,米 国,オ ラ ン ダ,チ ェ コ,ロ シ
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ア,ポ ー ラ ン ドの8力 国 で子会 社 お よび関係 会社 を展 開 した。T一 モバ イル ・イ ンター ナ シ ョナ

ルAGが 持 株 会 社 とな り,以 下 の5社 は 完 全 子 会 社 で あ る。T一 モ バ イル ・ドイ ッチ ュ ラ ン ト

Gml)H(ド イツ),T一 モ バ イ ル ・オー ス トリ アGmbH(オ ース トリア),T一 モバ イ ルUKLtd.(英

国,旧 ワン・ツー ・ワン,1999年 買収),T一 モ バ イ ルUSAinc(米 国,旧 ボイスス トリーム,2001年 買

収)Yベ ン ・ネー デ ル ラ ン ド(オ ランダ)。 ラ ジオモ ビルa.s.(チ ェコ)は 過 半 数株 式 所 有 。MTS(ロ

シァ〉お よびPTC(ポ ー ランド)の 株 式 も所 有 して い る。 な お,2003年7月7日,イ タ リア通 信

最 大 手 テ レ コム ・イ タ リア,ス ペ イ ン通信 最 大 手 テ レ フォニ カ と包 括 的 な提携 関係 を結 ぶ こ とで

合 意 した。世 界 最大 手英 国 ボー ダ フ ォ ンを上 回 り世界 最 大 の携 帯 電話 サ ー ビス市 場 を形 成 す る こ

とにな った(JETRO一 ドイツ,2003.7.11)。

T一 オ ンライ ン

イ ンター ネ ッ ト ・サ ー ビス プ ロバ イ ダー を主 力 事 業 とす る。T一 オ ンライ ン ・イ ン ター ナ シ ョ

ナ ルAGを 親 会 社 と して,在 外 子 会 社 は,T一 オ ン ラ イ ンat(オ ース トリァ),ヤ ーcom(ス ペ イ

ン),ク ラブ ・イ ンター ネ ッ ト(フ ランス),お よびT一 オ ンラ イ ンch(ス イス)等 が あ る。2000年

に新 規株 式 公 開 してい る。 なお,T一 オ ン ライ ン ・イ ンター ナ シ ョナ ルAGの ドイ ツ取 引所 ホ ー

ムペ ー ジ上 で確 認 され た使 用 会 計基 準 はIFRSで あ った(戸 田[2004コ30頁)。

次 に,2002年 度 を中心 に過去数年遡 った ドイッテ レコムの経営状 況 を,貸 借 対照表 ・損益計

算書 ・キ ャ ッシュ ・フロー計算 書 の基 本財 務三 表 に よ り示 す。表一3か ら表一5の 財 務 諸表

は,2002年 度版アニュァル ・レポー トと2001年 度版 アニュアル ・レポー トか ら該 当項 目と数値

を原文通 り取 り出 して作成 した ものである。損益計算書 とキ ャッシュ ・フロー計算書 は1999年

度か ら2002年 度まで4年 間分が表示 されているが,貸 借対照表は2000年 度か ら3年 間分だけで

ある。 これは,ド イツテレコムのアニュアル ・レポー トにおける開示形式が損益計算書 とキャッ

シュ ・フロー計算書は3年 間分 であ るの に対 し貸借対照 表は2年 間分 であ るため,2001年 度版

アニュアル ・レポー トか ら遡 れ る数値 がそれぞれ1999年 度 と2000年 度だったためであ る。 な

お,ア ニュアル ・レポー トによれば,基 本財務諸表 には株主持分計算書お よびセグメ ン ト報告書

も含 まれ るが,こ こでは基本財務三表 を分析対象 とすることに した。

2002年 度決算の最大 の注 目点 は,損 益 計算書 で示 され た約246億 ユ ー ロの 当期純 損失 であ

る。2001年 度にすでに約35億 ユー ロの当期純損失 を計上 してはいたが,2002年 度に計上 された

当期純損失額 は ドイツ企業 における過去最大の赤字額であった。損益計算書に よれば,そ の最大

の原因は約369億 ユーロにのぼる 「有形および無形固定資産の減価償却費(Depreciationandamor-

tization)」で あ った。 この数字 は前年 度 同一項 目の数 字 に比べ約217億 ユー ロ もの増加 で あ っ

た。「有形お よび無形 固定資産の減価償却費」 の中で も,特 に無形固定資産の償却費が大 きかっ

たことが貸借対照表か ら判明す る。 なぜ な ら,2001年 度に比べ有形 固定資産 は約47億 ユー ロの
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表 一3ド イツテ レコム連 結損益 計算書

(会計期 間:1月1日 ～12月30日,単 位:百 万 ユー ロ)

2002年 度 2001年 度 2000年 度 1999年 度

純営業収益 53,689 48,309 4d,939 35,470

棚卸資産およびその他の資産化 コス トの変動 534 879 864 947

営 業 収益合 計(Totaloperatingperfomlance) 54,223 49,188 41,803 36,417

その他の営業収益 3,901 6,619 11,002 1,871

商品仕入れおよびサービス購入 一14
,418

一13
,477

一11
,950

一7
,667

人件費 一13
,480

一12
,114

一9
,718

一9
,210

有形および無形固定資産の減価償却費 一36
,880

一15
,221

一12
,991

一8
,466

その他の営業費用 一14
,110

一12
,151

一10
,424

一6
,872

財務収益(費 用),純 額 一6
,022

一5
,348

一1
,230

..,

経 常 利 益(Resultsfromordinarybusinessactivities) 一26
,'786

一2
,504 6,492 3,184

特 別 利益/損 失(Extraordinaryincome/10sses) 一 一 一159 一240

税金 2,483 一808 一318 一1
,420

税引後利益/損 失 一一24
,303

一3
,312 6,015 1,524

少数株主持分損益 ., 一142 一89 一271

当期純利益/損 失 一24
,587

一3
,454 5,926 1,253

一株当たり利益/損 失(単 位:ユ ーロ)
:・

一 〇
.93 1.96 0.43

(DT[2002]p.124.お よ びDT[2001]p.122.よ り作 成)

減少なのに対 して,無 形固定資産は実に約267億 ユーロもの減少であったか らである。巨額の当

期純損失 の影響 は,貸 借対照表 の資産側 だけでな く資本側 に も及んでいる。2002年 度の株主持

分 は約354億 ユー ロであったが,前 年度に比べ約309億 ユー ロも減少 した。利益 準備金 も約50

億ユーロ取 り崩 されていた。

以上の様 に,損 益 計算書お よび貸借対照表か らは2002年 度の苦 しい状況が伝 わるが,キ ャッ

シュ ・フロ.._.計算書か らは別 の見方 も可能 となる。例 えば 「営業活動に よる純 キャ ッシュ(Net

cashprovidedbyoperatrngactivities)」 は1999年 度か ら2002年 度に至 るまで順調 にその額 を伸ば し

てお り,2002年 度において も本業 は依 然好調 であった ことを伺わせ る。損益 計算書 ・貸借対照

表 において示 された巨額の当期純損失に もかか わ らず,「 営業活動 に よる純 キャッシュ」が順調

に推移 した理 由として,「有形お よび無形 固定資産の減価償却費」約369億 ユ ーロが非貨幣的支
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表一4ド イツテ レコム連結 貸借 対照表

(決 算 日12月31日, 単位 百万ユーロ)

2002年 度 2001年 度 2000年 度

資産の部

固定資産

無形固定資産 53,404 ga,051 35,754

有形固定資産 53,955 58,708 54,137

金融資産 4,169 7,957 16,715

111,528 146,71fi los,sas

流動資産

棚卸資産,原 材料および消耗品 1,556 1,671 1,587

受取債権 6,258 6>826 7,159

その他の資産 3,392 4,966 3,671

市場性ある有価証券 413 702 2,370

現金預金 1,905
..

1,893

13,524 17,033 16,680

前払費用,繰 延費用および繰延税金 771 813 956

資産合計 125,823 164,562 124,242

負債および資本の部

株主持分

資本金 10,746 1Q,746 7,756

資本剰余金(株 式払込剰余金) 50,077 49,994 24,290

利益 剰余 金(Retainedeamings) 248 5,179 398

前 期 繰越 未処分(unappropriated)利 益 23 101 44

当期純利益(損 失) 一24
,587

一3
,454 5,926

為替換算調整勘定累計額 一5
,079

一1
,572

少数株主持分 3,988 5,307 4,3e2

35,416 ss30i 42,716

引 当金(Accrual,見 越 項 目)

年金および類似債務 3,942 3,661 3,330

その他の引当金 12,155 14,766 8,055

16,d97 18,427 11,385

負 債(Liabilities)

借入債務(Debt) 63,044 67,031 60,357

その他の負債 10>541 12,020 9,130

73,585 79,051 69,487

繰延収益 723 783 654

負債および資本合計 125,821 1fi4,562 124,242

(DT[2002]p.125.お よ びDT[2001]p.123.よ り作 成。 なお,2001年 度 まで は 「利 益 剰余 金」 と 「為 替換

算調整 勘定累計 額」 は合算 後,「 利益剰 余金」項 目で表示 され ていた。)
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表一5ド イツテレコム連結キャッシュ ・フロー計算書

(単位:百 万ユーロ)

2002年 度 2001年 度 2000年 度 1999年 度

当期純利益(損 失) 一24
,587

一3
,454 5,926 1,253

少数株主持分損益 284 142 89 271

税引後利益(損 失) 一24
,303

一3
,312 6,015 1,524

有形および無形固定資産の減価償却費 36,880 15,221 12,991 8,466

法人税 一2
,847 751 194 1,380

支払利息、純額 4,048 4,138 3,Q97 2,546

固定資産処分損、純額 一428 一1
,1as

一4
,796 540

関連会社からの損益 430 547 一1
,890 265

その他の非貨幣的取引 1,144 一1
,146

一2
,661 28

資産化された運転資本の増減 184 428 一1
,791

一1
,399

引当金の増減 1,410 一7
.36 1,078 478

負債化されたその他の運転資本の増減 101 761 1,391 243

法人税の還付収支 一15 10 一871 一2
,040

受取配当 63 115 189 172

営業から生じたキャッシュ 16,667 16,271 12,946 12,203

支払利息 一6
,112

一4
,779

一3
,873

一3
,100

受取利息 1,908 442 927 485

営業活動による純キャッシュ 12,463 11,934 10,000 9,588

キ ャ ッ シ ュ ・ア ウ トフ ロ ー

無形固定資産への投資 一841 一1
,021

一15
,980

..

有形固定資産への投資 一6
,784

一9
,847

一7
,556

一5
,093

金融資産への投資 一568 一498 一8
,487

一3
,480

連結会社への投資 一6
,405

一5
,695

一4
,343

一12
,633

キ ャ ッ シ ュ ・イ ン フ ロー

無形固定資産の処分 14 208 10 14

有形固定資産の処分 !,304 1,146 655 171

金融資産の処分 1,130 3,514 4,474 888

連結会社等の持株の処分 697 1,004 3,114 2

短期投資および市場性ある有価証券の純変動 226 4,440 401 2,328

その他 ユ,187 L,384 6

投資活動による純キャッシュ 一10
,040

一5
,365

一27
,706

一18
,684

短期債務の借入 ・返済 一10
,012

‐lo
,ass :1 一1

,077

中長期債務の借入 11,677 13,949 19,708 1,833

中長期債務の返済 一3
,472

一6
,589

一2
,408

一1
,687

配当による支出 一1
,582

一1
,905

一1
,914

一1
,718

株式売却による収入 1 0 3,255 10,613

少数株主持分の変動 一47 0 2 1

財務活動による純キャッシュ 一3
,435

一4
,811 17,863 7,965

外貨換算 レー トの変更による影響 一14 一26 一29 一55

現金および現金同等物の純増加(減 少) 一1
,026 1,732 128 一1

,186

現金および現金同等物、期首 2,738 1,0as 878 2,064

現金および現金同等物、期末 1,712 2,738 1,006 878

(DT[2002]p.128.お よ びDT[2001]A・126.よ り作 成)

出 として当期純 損失 に足 し返 され た こ とが大 きい。 また,2002年 度 の 「投 資活 動 に よる純

キ ャッシュ」 は約100億 ユーロのマイナスで,こ れ も順調 な設備投資が行 われた ことを伺 わせ
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る。 こ の項 目で 注 目 した い の は,2000年 度 に お け る約277億 ユ ー ロの マ イ ナ ス で あ る。特 に

「無形 固定 資産 へ の投 資(Cashoutflowsfrominvestmentsin-intangibleassets)」 は約160億 ユ ー ロに

の ぼ ってお り,こ の年 度 に投 資 され た無 形 固定 資 産 が2002年 度 に大 幅 に償却 され た可 能性 が高

い こ とが分 か る。 なお,2002年 度 にお け る フ リー ・キ ャ ッシ ュ ・フ ロー(営 業活動キャッシュ ・フ

m+投 資活動キャッシュ ・フm)を 独 自に算 出す る と約25億 ユ ー ロ とな り,例 えば1999年 度 や

2000年 度 にお け る様 なマ イナ ス(そ れぞれ一91億 ユーロ,-177億 ユーロ)と は な って い なか った。

従 っ て,ド イ ツテ レコム は2002年 度 に お いて ドイ ッ企 業 にお け る最 大 規 模 の 当期 純 損 失 を出 し

た とい って も,営 業収 益(売 上)や 営 業 活動 に よる キ ャ ッ シュ ・フ ロー な どの 本業 にか か わ る数

字 は順 調 に推 移 してい た わけ であ る し,借 金 返済 原 資 もあ る程 度確 保 され てい た こ とにな る。 こ

れ らの状 況 を一 表 に したの が,以 下 の 表一6で あ る。 同様 の事 情 は,会 社 側 か ら開示 され た損益

計 算調 整表(Rec・nciliationofthestatementofincome)か ら も明 らか であ る。 ドイ ツ テ レ コム が 同表

で伝 え た か っ た の は,大 赤 字 と い っ て も そ の 原 因 は 「戦 略 的 再 検 討(strategicreview)」(DT

[2002]p.116.)と い う経 営 判 断 の結 果 にす ぎない とい うこ とで あ る。2002年 度 の損 益 計 算 調 整 表

につ い て も次 の表一7で 示 す 。

表一6純 営業収益 、 当期純 利益(損 失)、 営業活 動 キ ャッシ ュ ・フ ローお よび フ リー ・キ ャ ッシ ュ ・フロ ー

の推移

純営業収益

当期純利益

501000

40,000

30,000

20,0ao

10,000

D

一10
,000

一20
,00D

一30
,000

一40 ,000

(単位=百 万ユ ー口)1999年 度 2000年 度 2001年 度

営 業C/F

フ リーC/F

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

a

一s
,000

一10
,000

一15
,000

一20
,000

2002年 度(単 位:百 万 ユー ロ)

一★一純 営業収益 一■一 当期純 利益 □ 営 業キャンシュ・フロー 囲 フリー・キャンシュ・フロー
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表 一7損 益計算 調整表

(単位:10億 ユ ーロ)

2002年 度 特別な影響…灘難醗 両影響除外後

純営業収益 53.7 53.7

棚卸資産およびその他の資産化コス トの変動 0.5 0.5

営業収益合計 54.2 54.2

その他の営業収益 3.9 0.5 3.4

商品仕入れおよびサービス購入 一14
.4

一14
.4

人件費 一13
.5

一 〇
.3

一 〇
.3

一12
.9

有形および無形固定資産の減価償却 一36
.9

孟 竃 釜 需 茸 茎 轟 遷 茎識 鉾 瞥 鮎赫 曲

一15
.5

その他の営業費用 一14
.1

‐o
.1

一14
.0

財務収益(費 用),純 額 一6
.0

一1
.3

一 〇
.3

一4
.4

経常利益 一26
.8

一1
.1

一22
.0

一3
.6

税金 2.5 0.3 3.0 1

少数株主持分損益 一 〇
.3

一 〇
.3

「特別な影響」 による効果を受けた純利益(損 失) 一24
.6

一 〇
.8

一19
.0

一4
.8

(出 所:DT[2002]p.117.「 戦 略 的再検討(strategicreview)」 お よび,戦 略的再検討 による 「有形お よび無

形 固定 資産の減価償 却」部分 に網掛 け してある)

3.2002年 度 の会 計方針 について

当章では,ド イツテ レコムが2002年 度 に採用 した具体 的な会計方針 につ いて確認 し,同 社の

基本的な会計戦略 を明 らか にする。方法 としては,2002年 度版 ドイツテ レコムのアニュアル ・

レポー トにおいて具体的 な会計方針について記述のある箇所 を抄訳 して提示す る。最初 に ドイッ

テ レコムの使用会計基準 を確 認する と,監 査報告書か らはHGBで あることが確認で きる。2社

の監査法人が提 出 した報告書 には,「 ドイ ッ商法 に従 った連結財務諸表」(DT[2002]p .184.)あ

るいは 「連結財務諸表は ドイツの適正 な会計原則 に従 って」(同)い る といった記述が ある。 さ

らに具体的には,連 結貸借対照表お よび連結損益計算書 は,ド イツ商法第298条 並 びに第266条

お よび275条 に従 った勘定分類 の規定 によ り作成 されてい るのであ る。 これか ら見 てい く通 り

US-GAAPの 部分的使用 はあ るものの,ド イツテ レコムの使用会計基準 は基本的には ドイツ商法

(HGB)な のである。
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ところ で,ド イ ツ テ レ コム で は ドイ ツGAAPと い う言葉 も使 用 して い るが,ア ニ ュ ア ル ・レ

ポー トに よれ ば この言 葉 はHGBを 指 して い る(DT[2002]p.130.)。 ただ しHGB以 外 に準 拠 す る

ドイ ツ国 内基 準 と して株 式会 社 法(Aktiengesetz,以 下AktGと 記す)お よび ドイ ツ会 計 基準(Deut-

scheRechnungslegungsstandards,以 下DRSと 記す)7)が 挙 げ られて い るの で,ド イ ツGAAPを,HGB

+AktG+DRSと 広 義 に解 釈 す る こ と も可 能 で あ ろ う。 た だ し当研 究 ノ ー トで は ア ニ ュ ア ル ・レ

ポ ー一トに従 い,ド イ ツGAAPと はHGBを 直接 指す もの と解 してい る。

使 用 会 計 基準 に次 い でs連 結 方針 を簡 単 に確 認 して お く。資 本 連 結 も ドイ ツGAAPに 準 拠 し

簿価 法 に よ り実施 され る(DT[2002]p.136.)。 ドイ ツテ レ コム の 連 結財 務 諸 表 には,ド イ ツ テ レ

コ ムAGを 親 会社 と して,2002年12月31日 時 点 で 国 内101社,国 外206社 の合 計307社 が 完

全 に含 まれ てい る。 なお,ド イツ テ レコム グルー プ の株 主資 本,財 政状 態 お よび 経営 成績 か らみ

て 重 要性 が ない とい う理 由か ら,77社 の非 連結 子 会 社 が含 まれ て い ない。 こ れ らの会 社 が ドイ

ツ テ レコ ム グ ル ー プ の収 益(売 上),当 期 純 利益 お よび 資 産 合 計 に 占 め る割 合 は1%未 満 で あ

る。

次 に ア ニ ュ アル ・レポ ー トに掲 載 され て い た会 計 方針 を,研 究 開発 費 の処 理 方 法 か らデ リバ

テ ィ ブ=金融 商 品 に 関連 した 未 実 現損 失 の 処 理 方 法 ま で順 次 以 下 に抄 訳 して示 す(DT[2002]pp.

138‐141.)o

研究開発費は発生時に全額費用化される。

確定給付型制度の年金 コス トは,SFAS87号 と一致す る予測単位積増方式 を用 いて数理計算 的に

計算 されてお り,SFAS132号 に従 って表示 されている。 この方法 は,報 告期間 において累積 さ

れる給付債務の現在価値 総額 を前提 としてお り,賃 金 ・給料お よび退職給付 の期待 される増加分

を考慮 に入れている。対照 的に,ド イッ所得税法(EStG)第6a条 に従 った最小発生方式は,従

業員の労働期間全体にわたる費用の認識 を意図 し,賃 金 ・給料 および退職給付の期待 される増加

分は考慮 に入れていない。

当該年度の年金 コス ト総額 は,会 計期 間に獲 得 された退職給付 の基本 的 コス ト(サ ービスコス

ト),利 息費用 お よび数理計算上差異の償 却費を含み,年 金債務 を保証す る資産につ いての運用

収益 は省 かれる。US-GAAPに 従 えば,SFAS87号 に基づ き年金債務 を測定 した結果 として追加

最小負債 を開示する必要が生 じたな ら,こ の特別項 目は 「その他 の包括 的利益(othercomprehen-

siveincome)」 に直接算入 される。 ドイッGAAPに 従った連結財務 諸表は同様の株 主持分項 目を

有 してはいない。ただ し,追 加最小負債の変動は費用計上 される。

マーケティング費は発生時 に費用化 され る。

法人税 は,繰 延税金 と同様 に当期未払税金 も含んでいる。繰延税金は,税 務報告お よび財務報告
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それぞれの 目的で作成 される貸借対照表 における一時的差異 に起因 した,期 待 される将来の税効

果のために計上 され る。 これは,予 測可能 な将来あるいは期待 され る純営業損失の繰越期間内に

おいて,還 付が期待 されない様な差異 の効果を除いている。認め られる一時的差異 は,連 結 同様

個別の課税可能な会計実体 においても生 じる可能性がある。 ドイッテ レコムAGに ついての一時

的差異 に基づ く繰延税金は,1996年1月1日 以前の連結財務諸表 には含 まれてこなかった。な

ぜ な ら,1995年1月1日 以前 には同社 は課税対象ではな く,か つ1995年 には基本 的に完全な課
コ

税免除の恩恵を受けたためである。

各 々の会計期 間の一株 当 り利益 は,当 期純利益/損 失を当該期間に流通 している無記名普通株式

の加重平均数 で除 して算 出 され る。2001年 度 の無記名普 通株 式 の加 重平均 数 は,ボ イスス ト

リーム/パ ワテルの買収の一部 としての株式発行お よび2001年6月 .4日 におけるフランクフル

ト・アム ・マイ ンでの取引開始等 の実施後,確 認 された。

UMTSお よびU.S.モ バ イル ・コミュニケーシ ョンの ライセ ンス を含 む購入 無形 固定資産は取 得

原価で計上 され,見 積耐用年数にわた り定額法で償却 される。資本連結の結果生 じた営業権 を含

む取得 した全営業権 は,見 積耐用年数 にわた り定額法で償却 される。

ドイ ツテ レコムは,営 業 権 が相 当な レベ ル(considerablelevel)計 上 され てい る子 会社 に対 して減

損 テ ス トを実 施 してい る。 これ らの テス トは各 々の会 社 にお け る営 業権 の 算 定 に基 づ い てお り,

割 引現 在価 値 法 を用 い て実 施 され る。

郵政改革 第2号 法 によって認 め られていた様 に,1995年1月1日 に ドイツテ レコムAGに 移管

された有形 固定資産は,同 日同社 の開始貸借対照表において公正市場価値(fairmarketvalue)で

計上 された。 しか しなが ら,1993年1月1日 以降に購…入 された有形 固定資産について は測定 日

か らの経過期 間が短期 であることか ら,そ れ らの1994年12月31日 付 帳簿価額 は歴 史的原価主

義によ り認識 された。 これ らの資産に適用 され る残存耐用年数お よび償却方法は変更 されない。

開始貸借対照表 において示 された公正市場価値は,取 得原価 として繰 り越 されてきている。

その他 の有形 固定資産は,取 得原価 あるいは自家生産原価 か ら定期的な減価償却費を控除 した額

が計上 されている。建設仮勘定 は,配 分原価,材 料費 ・製造 間接費の適切 な配分額 および建設期

間に発生 した利息を直接含んでいる。一般管理費 は資産化 されない。

不 定期 の 一時償 却(Nonscheduledwrite.down)は 資 産価 値 にお い て減損 が 生 じた時 に行 わ れ る。 個

別財 務 諸表 にお いて税 務 目的で行 われ る加 速償 却(accelerateddepreciation)は,財 務 諸 表 の情報価
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値 を増加 させ る ため連 結財 務 諸表 にお いて は認 め られ て い ない。

固定資産の減価償却は,一 般的に以下の耐用年数にわた り定額法 で実施 される。

「無形 固定資産;3年 か ら22年 」「営 業権;3年 か ら20年 」 「建物;25年 か ら30年 」「店舗 改 良

費お よびウィン ドウデ ィスプ レイ;8年 」「電話お よび端末設備;3年 か ら10年 」「デー タ通信 お

よびテ レフォン ・ネッ トワーク関連設備等;4年 か ら10年 」「ブロー ドバ ン ド関連設備;15年 か

ら35年 」 「テレコミュニケーシ ョン施設;3年 か ら10年 」「工場 お よび事務機器 を含 むその他 の

設備;3年 か ら20年 」

期 中に建物 を取得 した場合 には,そ の建物 が役務 に供せ られる月の初 めか ら減価償却 される。会

計年度の前半に取得 された建物以外の資産については,獲 得 された年度全体 にわた り減価償却 さ

れる。 これに対 して,会 計年度の後半に獲得 された資産については,半 年間の減価償却が なされ

る。

取得原価が低額な項目については購入年度に費用化される。

修繕維持費は発生時に費用化される。

売却 または処分 された固定資産は,目 的適合的な帳簿価額(取 得原価あるいは 自己建設費か ら減

価償却累積額 を控 除)で 消去(writeoff)さ れる。利得 あるいは損失は,売 却収入 と当該資産 の帳

簿価額 との差額 として損益計算上認識される。

金融資産 は低価法で評価 され る。受取債権に利息が殆 どあるいは全 く付かない ならば,そ れ らは

現在価値純額で計上され る。不定期の一時償却 は,金 融資産の減損が永続的である と想定 される

時のみに実施 され る。

購入 し販売 まで保有 している原材料,消 耗品お よび棚卸商品は,取 得原価で評価 されている。 こ

れ に対 して,仕 掛 品お よび完成品は製造原価で表示 され る。通常 の生産能力の利用 を前提 とす る

ならば,自 己建設費は,デ ー タ毎に適切 に配分 された材料費および製造間接費さ らには定額法 に

よる減価償却費 まで加味 した特別な製造原価 と同様 に,直 接 的に材料費および労務費の様な配分

可能原価 を含 んでいる。一般管理費,販 売費,年 金 を含 む従業員個人 に対す る任意の給付および

福利厚生費は,自 己建設費 には含 まれない。棚卸資産の帳簿価額は,決 算 日において低価法によ

り減 じられる。棚卸資産の減損 の程度によ り,陳 腐化引当金(obsolescenceprovisi・n)が 設定 され

る。
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受取債権お よびその他の資産は名 目上 の価値 で表示 される。個別の リス クは受取債権 の適切 な個

別評価 の修正を通 して,ま た一般的な信用 リス クは一般 的評価 の修正 を通 して説明 される。満期

まで1年 以上あ り,利 息が殆 どあるいは全 く付かない項 目については割 り引かれる。

市場性ある有価証券は決算日において低価法で表示される。

条件付 き資本増加 において権利付与が なされるス トック ・オプシ ョンは,権 利付与 日ではな く,

そのオプションが行使 され る日に貸借対照表 に計上 され る。オプシ ョンが行使 される時,会 社側

が受領す る額 は,資 本金 における名 目増加額お よび株式払込剰余金 における剰余額 として測定 さ

れる。 これ らの処理 は,HGB第272条 第2項 第1文 に従 っている。

年 金引 当 金(accrualsf・rpension)お よび 同様 の債務(similarobligation)は,非 公務 員(non-civilser-

vant)に 対 す る債 務 を基 礎 と して い る。 そ れ らは,国 際 的 に認 め られ た予 測単 位 積 増 方 式 に従 っ

た数理 計 算 上 の 方法 を用 い て 計 算 され る。 こ の方 式 は,US-GAAP(SFAS第87号)に 合 致 してお

り,SFAS第132号 に従 っ て表示 され る。

ドイツテ レコムは,数 理計算上の評価 とい うよりもむしろ郵政改革第2号 法 により確定 された年

間相当額 を,現 在お よび以前の公務員のための年金基金 に拠 出す る義務 を有 している。同法 は

1995年 に有効 となった。各期 間における義務額 はその期間における費用 として認識 される。

納 税 引 当金(pr・visi・nsf・r憾),さ らに偶 発損 失 お よび環境 問題 に伴 う損 害賠 償(envir・nmentalli-

ability)の ため の引 当金 を含 むそ の他 の 引当金(otheraccruals)は,慎 重 な 商業 実務(prudentcom-

mercialpractice)に 則 り計上 され る。 これ らの 引 当金 を算 定 す る際 に は,認 知 され る全 ての リス ク

が十分 に考慮 に入 れ られ る。

繰延税金 は,財 務報告 目的お よび税務報告 目的のために作成 される貸借対照表間で生 じる一・時的

差異の期待 される税効果のために算 出される。 これは,連 結処理によ り生 じた一・時的差異 に対 し

ても同様であ る。繰延税金は税引計算がなされ,税 引後繰延税金資産あるいは税引後繰延税金負

債が税金の発生に応 じてそれぞれ別個に計上 される。繰延税金の計算 目的のために,ド イツテ レ

コムは国内企業向けの結合税 レー トを使用 してい る。 これ は,ド イ ツにお ける法人税,消 費税

(ドイッの国内平均レートで)お よび連帯税(S・lidaritatszuschlag)を含 んだ ものである。存外 子会社 に

対 しては,各 々の地域 の税率が使用 される。

費用性引当金(costaccrual)は,HGB第249条 第1項 により貸借対照表 にその様 な負債 を示す責

務 があ る場合にのみ,ド イツテ レコムによって設定 される。同法 は,主 に会計年度 に関連する維
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持 費 につ い て の 引 当 金(accurualf。rcostofmaintenance)に 言 及 して い る。 しか し な が ら,次 年 度

の 最 初 の 三 ヶ 月 以 内 に発 生 す る もの に 限 っ て い る。

主要 な引当金は割引計算の対象ではない。ただし,年 金引当金お よび同様 の債務,さ らに公務員

健康保険基金の将来の不足額 に対する引 当金等 は除外 される。

負債 は,そ れ らの返済額で計上 され る。負債 の返済額が元本額 より大 きくなる場合 には,そ の差

額は資産 として計上 され,負 債期 間にわた り支払利息の調整 として認識 される。

不同原則(imparityprinciple)に よ り,未 実現 利益 は実現す るまで繰 り延べ られるのに対 して,

ヘ ッジ会計 に限定されないデ リバティブ金融商品に関連 した未実現損失は発生時 に認識 される。

ドイツGAAPに 従 った連結財 務諸表 の作 成 は,報 告 され る資産 お よび負債 の帳簿価 額 に対 し

て,ま た決算 日における偶発 的な資産お よび負債の開示 に対 して,さ らに報告期 間において認識

された収益 および費用の金額に対 して,影 響 を与 える様 な見積 りおよび仮定 をす ることを企業に

要求 して いる。実際 の結 果 は,そ うい った見積 りとは異 なる こと もあ りえる(会 計方針の抄訳

止)。

以上の抄訳 より,例 えば陳腐化引当金や偶発損失お よび環境問題に伴 う損害賠償のための引当

金,さ らには費用性引当金 な ど多様 な引 当金の設定が,ド イッGAAPの 特徴 であ ると指摘 で き

る。 さらに,繰 延 が考 え られ る項 目については全額即時費用化す る方針 であ ることや,デ リバ

テ ィブ金融商品の未実現損失のみの認識 など,ド イツGAAPは 費用認識 に積極 的であ るこ とが

分かる。 さらに,ド イツテ レコムが選択 した会計方針 を見てい くと,ド イツGAAP(HGB)だ け

でな く,年 金 コス トの計算等 にUSGAAPを 部分的 に使用 していた ことも確認で きる。 さらに,

年金 コス ト計算だけでな く,2002年 度 においては営業権 および無形固定資産 の減損 につ いて も

ドイ ツGAAPで はな くUS-GAAPで 計上 した ことが明 らかになる(DT[2002]p.185.)。 そ こで最

後 に,「重要 な会計方針 の要約」か ら,ド イッGAAPで はな くUS-GAAPを 適用 した部分 に絞 っ

て抄訳する(DT[2002]p.131.)。

連結財務諸表 に採用 されている会計方針 は,親 会社(ド ィッテレコムAG)の 個別財務諸表 で採用

されてい る会計方針 と異 なっている。その様 な相違は,殆 どUS-GAAPに 適合 させ るため生 じた

ものであ り,以 下のものが含 まれる。

一税務上の リース規定ではな くUS-GAAPに 従 って所有に伴 うリス クと報酬が移転す る リース契
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約(セ ール・アンド・リースバック取引を除く)に 基づ く有形固定資産 は資産化 される。資産 の経済

的耐用年数あるいは リース期 間にわたって定期的減価償却が実施 され る。将来のリース料 の支払

か ら生 じる支払債務の現在価値 は,負 債に含 まれる。

一有形 固定資産が建設中に発生す る利息は
,当 該資産の コス トの一部 として資産化 される。

一年次財務諸表の作成のための内部費用の引当金 は計上 されない
。

一投 資助成金 は
,資 産の取得原価 の控除 として計上 され る(「重要な会計方針の要約」抄訳止)。

以上の抄訳の中で重要 なこ とは,ド イ ツテ レコムの基本 的 な使 用会計基準 はHGBで あって

も,US-GAAPり の修正が一部行 われていた ことである。 これ はつ ま り,次 章 の調整表につ い

ても,ド イツGAAPとUS-GAAPの 純粋 な差 ではな く,一 部US-GAAP寄 りに修正 され た ドイツ

GAAPとUS-GAAPの 完全適用 との差 とい うことになる。 ただ し,リ ース資産 の計上等 は結局の

ところ行 われなか った。上記のUS-GAAP寄 りの修正項 目は,営 業権や無形 固定資産の減損処理

法等 とは異 な り,実 際の計算数値 には殆 ど影響 を与 えていない ものばか りなのである。従 って,

上記 の修正項 目の開示 は,連 結財務諸表 を作成す るにあた り個別財務諸表作成時 とは異 な りUS-

GAAPに 対 して配慮 した という 「宣言」 と見 なす ことがで きよう。そこで次 に,実 際の計算数値

に影響 を与 える会計方針の相違 に注 目し,比 較分析 を行 ってい く。

4.GAAPに よる差 異お よび その分 析

当章では,ド イツGAAPとUS-GAAPに よる利益額お よび株主持分額の相違に注 目し,そ の原

因 となった各々の会計方針 について考察す る。「ドイツテ レコムの連結財務諸表 における会計原

則お よび評価 原則 とUS-GAAPと の相違 は,殆 どの場合US-GAAPと は異 なる ドイ ツGAAPの 使

用を義務づける規則に よ り生 じた ものであ る」(DT[2002]p.131.)か らである。 まず,ド イツお

よびUS-GAAPに よる利益額 の違 い を表一8に おいて,次 いで ドイツお よびUS-GAAPに よる利

益額 の調整表(2001年 度)を 表一9で 示す。 ここで注意 したいの は,ド イツテ レコムのアニュア

ル ・レポー トの表示形式が変化 したこ とであ る。2001年 度 までは,個 別項 目による金額 差異 に

ついて もアニュアル ・レポー トで提示 されていた。 しか しなが ら,2002年 度 のアニュアル ・1/

ポー トでは,個 別項 目による差異 を金額ではな く文章で解説す るようになった。従って,当 研 究

ノー トで も個別項 目の金額の差異 まで計上 された調整表 は2001年 度 まで とし,2002年 度 アニュ

アル ・レポー トにおける解説 を別 に表一12に まとめた。

次 に利益額 と同様 に株主持分額 につ いて,ド イツお よびUSGAAPに よる株主持分額 の違い を

表一10に,ド イツお よびUSGAAPに よる株 主持分額の調整表(2001年 度)を 表一11に おいてそ
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表 一8ド イツGAAPお よびUS-GAAPに よ る利益額 の違 い

(単 位10億 ユ ー ロ)

会計年度(12月31日 決算) 2002年 度 2001年 度 2000年 度 1999年 度

当期純利益一 ドイツGAAP 一24
.6

一3
.5 5.9 1.3

当期純利益US-GAAP 一22
.0 0.5 9.3 1.5

(DT[2002]p.185.お よ びDT[2001]p.179.よ り作 成)

表 一9ド イツGAAPか らUS-GAAPへ の 当期純利 益(損 失)の 調整

(単 位 百万 ユー ロ)

2001年 度 2000年 度 1999年 度

ドイツGAAPに よる当期純利益(損 失) 一3
,454 5,926 1,253

US-GAAPへ の調 整

固定資産の評価修正 443 2,792 一

モバイル通信のライセンス 2,098 865 一

内部開発 ソフ トウェア 166 95 163

希薄化利益の影響 一396 1,741 一

営業権およびその他の資産の差異 一285 一97 5

商号の一時償却 1,040 一 一

付加価値税 一27 一169
288

デリバテ ィブおよび関連する外貨換算差異 一31 一X46 68

SFAS133号 の 適用 370
『 一

人事再編(リ ス トラ)の 発生 la
一125 一97

固定資産のファイナンス 一42 一 一

事業売却益の繰延 27 ,・
一

繰延収益 .: 48 一1Z9

SAB101号 の 適用,1999年12月31日 へ の累積修正 一 一869 一

資本調達 コス ト 一 1ZO 238

ア セ ッ ト ・バ ック証 券化
一71 一 一

持分を有する被投資会社への投資 一182 62 一

負債の完全連結による影響,税 引後純額 一294 一116 一

その他の相違 253 一28 一32

法人税等 1,066 .・
一244

US-GAAPに よる当期純利益(損 失) 523 9,269 1,513

(出所:DT[2001]p.179.原 文 では 「負債 の完 全連 結 に よる影響」箇 所 にdebisと あ るが,こ こで はdebts

と解 してい る)

表10ド イ ツGAAPお よびUS-GAAPに よ る株 主持分額 の違 い

(単位;10億 ユ ー ロ)

会計年度(12月31日 決算) 2002年 度 2001年 度 2000年 度

株主持分一 ドイツGAAP 35.4 66.3 42.7

株主持分一US-GAAP 45.4 73.7 46.1

(DT[2002]P'185.お よ びDT[2001]p、179.よ り作 成)
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表 一11ド イ ツGAAPか らUS-GAAPへ の 株 主持分の 調整

(単 位:百 万 ユ ーロ)

2001年 度 2000年 度

ドイツGAAPに よる株主持分 66,301 42,716

USGAAPへ の調整

固定資産の評価修正 3,235 2,792

モバ イル通信のライセンス 2,963 865

内部開発ソフ トウェア 438 272

希薄化利益の影響 1,345 1,741

営業権およびその他の資産の差異 2,672 1,001

商号の一時償却 1,062
一

市場性ある有価証券の未実現利益 580 2,503

付加価値税 一 27

デリバティブおよび関連する外貨換算差異 29 一154

SFAS133号 の 適用 338 一

人事再編(リ ス トラ)の 発生 22 12

固定資産のファイナンス 一一42 0

事業売却益の繰延 一321 .・

繰延収益 一1
,1.44

..

SAB101号 の 適用,1999年12月31日 へ の累積修正
一 一869

アセ ッ ト・バ ック証券化
一71 一

持分を有する被投資会社への投資 一117
56

負債の完全連結による影響,税 引後純額 一410 一116

その他の相違 82 40

法人税等 2,049
一40

少数株主持分 一5
,307

一4
,302

US-GAAPに よる株主持分 73,704 46,108

(出所:DT[2001]p.180.当 期純利益の調整表と比べ,「市場性ある有価証券の未実現利益」および 「少数

株主持分」項目が加わり,「資本調達コス ト」が除かれている)

れそれ示す。株主持分額の調整表が2001年 度 まで しかないのは,表 一9と 同様 の理由による。

2001年 度については,ド イツGAAPで 計算 された結果は赤字 なの に,US-GAAPで 計算 された

結果は黒字 であ る。その原 因 として,「 モバ イル通信 のライセ ンス」「商号の一時償却」 「法人税

等」 な どが挙げ られる。特 に 「モバ イル通信 のライセ ンス」(の償却一戸田)は 金額 の差異 を生 ん

だ最大の項 目であ った。2000年 度 については,当 期純利益お よび株主持分 とも金額の差異 を生

んだ最大の項 目は 「固定資産 の評価修正」であった。 ここで,調 整 を必要 とす る ドイ ツGA鯉

とUS-GAAPと の会計方針全体 の違い を,ド イツテ レコムの2002年 度 アニ ュアル ・レポー トに

基づ き次 の表一12で 示す。なお,表 記以外 の経常 的 な差異項 目と して,「事業 売却 益 の繰 延」

「アセ ット ・バ ック証券化」「デリバ ティブお よび被投 資会社への投資に関する会計処理」が指摘

されている。

表一12に お ける調査 に よ り指摘 で きるこ とは,ド イッGAAPはUS-GAAPよ り,費 用計上 を

早 く行 いかつ資産価額切 り下げ幅 を大 き くで きる可能性 を有 していることである。つ ま り,費 用
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表一12当 期純利益および株主持分に影響を与えるドイツGAAPとUS-GAAPの 相違(2002年 度)

項目 ドイツGAAP US-GAAP

保有不動産の評価減 評価減を行 う(土 地 ・建物の強制評価減) 利用 目的の保有と分類 されれば要求さ

れない

不 動 産 の セ ー ル ・ア ン

ド ・リースバ ック

不動産売却損益お よび賃借料(オ フ ・バラ

ンス処理)

支払利息および減価償却費の継続(資

金調達処理)

企業結合時の買収総額

(営業権の評価)

繰延税金を含 んだ対象資産および負債 の評価,発 行済株 式お よびス トック ・オプ

ション(企 業結合時 に発行される子会社株式を含む)の 評価等によ り相違が生 じる

営業権およびその他資

産の減損

営業権お よび耐用年数が無期限である無形固定資産を評価減 したが,本 来相違が生

じている(し か しドイツテレコムは,2002年 度US-GAAPの 変更に基づ き,ド イツ

GAAPで はな くUSGAAPで 計上)

商標名の評価(償 却) 無形固定資産を一括償却(買 収子会社の商

標名 をTモ バ イルへ商標変更 したため)

計上 されず(USGAAPの 減損基準 を

満たさなかったため)

モバ イル通信ライセン

スの償却

取得時に償却 を開始 し,予 想利用年数にわ

たって継続的に償却

ネットワークがサー一ビス用 に設置され

た時点で償却開始

モバ イル ・ネ ッ トワー

ク建設に関連する借入

債務に対する利息

費用計上 建設期間において資産計上され,そ の

後予想利用年数にわたり償却

モバイル通信ライセン

スの減損

本来相違が生 じている(し か しなが ら,ド イツテレコムはライセ ンスの減損につい

ては営業権 と同様に2002年 度はUS-GAAPで 計上)

希薄化利益の認識 子会社または関連会社による現金に対する

株式発行時には認識するが,事 業買収対価

などのための株式発行時には認識しない

現金による取引および非貨幣取引の双

方において希薄化利益を認識する

繰延収益 商品の引渡 しまたはサービスの提供が発生

した期 間に収益 を認識

一部の初期費用および臨時収益並びに

関連する直接費(繰 延収益 の範囲 ま

で)は 繰 り延べ られ,顧 客 との予想契

約期間にわたり償却される。また,そ

の他の契約の一部に係る収益は繰 り延

べ られ,契 約期間にわた り償却される

繰延税金 非課税期間に生じた一時差異お よび予見で

きる将来において解消が予想されない一時

差異に関する繰延税金は認識されない

全ての一時差異に関 して繰延税金は認

識される。さらに,純 営業損失に起因

する繰延税金を認識 しなければならな

い

内部開発 ソフ トウェア

の資産化

流動資産としての資産化は,原 価が識別可

能な顧客関連プロジェク トに結びつ く場合

にのみ認め られる

技術的実現可能性が明 らかになった後

は,資 産化しなければならない

市場性ある有価証券の

未実現利益

投資有価証券は,時 価 と原価のいずれか低

い額で計上される。損益 を準備金で認識す

ることは認め られていない

投資 目的で保有 している市場性 ある持

分証券 と全ての負債証券は,経 営者の

意図に基づいて,ト レーディング目的

の証券,売 却 目的の証券,満 期まで保

有する証券のいずれかに分類 しなけれ

ばならない。満期 まで保有する証券以

外の未実現利益は認識される

(DT[2002]pp.185-186。 よ り作 成 。 ア ー サ ー ア ン ダ ー セ ン 編[2000]104,105,128,131頁 参 照)
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を前 倒 し して計 上 し,さ らに資産 を小 さ く計上 す る傾 向が あ るの で あ る。従 っ て,ド イ ツGAAP

はUS-GAAPよ り保 守 的 な傾 向が あ る と言 え よ う。

5.お わ り に

ドイツテレコムは,2002年12月 期に ドイッ企業過去最大 の246億 ユーロの最終赤字 を計上す

る ことにな った。 これは,英 国での 第三世 代携 帯電 話事 業 の免 許取 得 費 を一括 償 却す る な

ど,2002年 に辞任 したロ ン ・ゾンマー元社 長の拡大路線の うみを吐 き出 した ものだ った とされ

る(日 本経済新聞,2003.8.2.)。 この会計処理 は,後 任 のリッケ現社長 の2003年 度の成果 を際立 た

せるためのものだった とも考 えられる。いわゆる,V字 回復のための減損処理であった可 能性が

高い。 この ことは,ド イツ国内 における第三世代携帯事業の免許料 について,2002年 度の処理

とは異 な り2003年 度 においては一括償却 しない方針 を立 てていた ことか らも明 らかである(同

上)。 ドイツテ レコムの意向は,損 益計算調整表(表 一9)に おけ る巨額 の 「戦略的再検討」が,

第3四 半期のゾ ンマー元社長の辞任時(正 確には7月)に 時 を合わせて行 われたことで も理解 され

る。さ らに巨額損失 を確定 させ るために も,営 業権や ライセンスに対す る会計方針 を,従 来の定

期償却処理か らUS-GAAPに 基づ く減損処理へ変更 した と推 察 され る。以上の様に,ド イツテ レ

コム も英米企業 と同 じ手法を2002年 度 には使ったことになる。

にもかかわ らず,2002年 度 も2001・2000年 度 と同様,ド イ ツGAAPお よびUS-GAAPに よ り

算出された利益額お よび株 主持分額共 に巨額の開きが依然 として認め られた。 この原因は,す で

に確認 した様 に ドイツGAAPとUS-GAAPそ れぞれの会計方針の相違であ り,特 に資産評価 にあ

ることが明 らかになった。端 的に言 えば,ド イツGAAPの 方がUS-GAAPよ り保守 的な傾 向 を有

す ると言えた。そ もそ も会計 の国際的競争 は,リ スク情報 開示の名の もと保守性 の競争 とい う一

面 を有 して い ると も考 え られ る。だ とす る と,ド イッGAAPに 比べ 保守 的 とは言 え ないUS-

GAAPは,そ して2005年 よ り欧州連合(EU)内 上場 企業 の統 一 的使用 がす でに決定 してい る

IFRSは,経 済的実体の開示 とい う命題の もとそれぞ れ磐石 の地歩 を築 いていけ るのであ ろ う

か。 この点 について,さ らなる分析 が必要 であ ろう。当研 究ノー トでは,US-GAAPと の関係 が

中心であったので,別 の機会にIFRSを 採用 している企業の分析 を通 して ドイツGAAPとIFRS

との関係 を考察 してい きたい。

注

1)2003年 度 の ドイ ツにお ける資 本市場 改革 につ い ては,例 え ば株 式市 場 を 「開示水 準 で分類 す る」(日 本

経 済新 聞,2002.9.27)も の とい っ た解説 が 多 くみ られた。 よ り直接 的 に,プ ライ ム ・ス タ ンダ ー ドは

「一軍」(日 本経 済新 聞,2003.4.13)で あ り,ゼ ネ ラル ・ス タ ンダー ドは 「国 内基 準 しか満 たせ ない 企

業」(日 本経 済新 聞,2002.12.22)が 組 み入 れ られる との報道 もあ った。

2)例 えば,各 社公刊 資料 とイ ンベス ター ・リレー シ ョン(IR)部 聞 き取 りによる とされ る 「DAX30種 企 業

の実 態」(谷 口[2000]133頁)で は,ド イ ッ テ レ コム の 使 用 会 計 基 準 はU$GAAPと な って い た。 ま

た,2002年11月 の ドイツ取 引所 のホームペ ージで もUS-GAAPと な って いた(戸 田[2003]143頁)。
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3)当 研 究 ノー トで は,主 に ドイツテ レコムの2002年 度 版アニ ュアル ・レポー トを使用 して いる。 なお,経

営分析対 象 の数値 を拡 充す るた め,2001年 度 版ア ニュ アル ・レポー トも補 完 的 に使用 した。脚注 上 の表

記 と しては,DT[2002]お よ びDT[2001コ と して いる。 当研 究 ノー トの原 稿提 出 は,2003年 度 の決 算

数値が公 表 される2004年3月 以前 で あったた め,2002年 度 までの公表 数値 を用 いて いる。

4)ボ ン地 方裁 判所 の住所 は次 の通 り。Wilhelmstral3e23,53111,Bonn.な お 筆 者 は,2004年3月24日 に

当地で ドイ ツテ レコムの商業登 記簿(コ ピー)を 入手 してい る。

5)買 収 手法 と して株式交換 を用 いたの は ドイ ツテ レコム だけで は なか った。 例 えば ダイ ム ラー ・ク ライス

ラー社 な ども同様 の手法 で企業 合併 を行 っ てい た。 この事 情 に関 して は,ビ ル ・ヴ ラ シ ック&ブ ラ ッ ト

リー ・A・ ス ターツ著 『ダイム ラー ・ク ライスラー 一世紀 の大合 併 をな しとげた男 た ち』 が詳 しい。

6)売 上構 成 比 の 合 計 が100に な って い な い の は,4部 門以 外 の 「そ の他(other)」 が 存 在 す るか らで あ

る。2002年 度 の 「その他」 の売上 構成 比 は1(%)で あ った。「その他」 には本社 業務 や不動 産売 買業 務

等 の営業収益 が含 まれ る。

7)主 に連 結 に対 する基準 であ るDRSで あ るが,ド イッテ レコムはその全 て に従 ってい るわけで は ない。例

え ば,DRS第4号 で要求 されて いる資本 連結 に関す る新 しい評価 方法 は適 用 して いな い。 これ は,ド イ

ツGAAPとUSGAAPに お け る評価方 法の違 い を避 けるため だ とされ てい る(DT[2002]p.131.)。
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